
                       

令和４年３月 浜田市議会定例会議（追加提案分） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■ 今回の補正予算は、小中学校校舎のトイレ洋式化をはじめとした新型コロナウイ

ルス感染症対策として追加で取り組む事業費に加え、令和３年度に追加交付のあっ

た普通交付税（臨時経済対策費分）を原資として実施する公共施設の長寿命化等に

係る事業費、マイナポイントの取得支援に係る事業費について調整を行うものです。 
 
 
 
 
 
■ 補正額は次のとおりです。 

（単位：千円） 

会  計  名 補正前の額 補 正 額 計 

一 般 会 計（第１号） 38,910,000 610,943 39,520,943

 
 
 
 
 
■ 主な補正事項は次のとおりです。 
（１）新型コロナウイルス感染症対策として追加で取り組む事業費の調整 

〇１０事業（小中学校校舎トイレ洋式化事業 外）     382,267 千円 
（２）公共施設の長寿命化等に係る事業費の調整                226,000 千円 

（３）マイナポイントの取得支援に係る事業費の調整        3,791 千円 

令和４年度 一般会計補正予算（第１号）説明資料 

１．編 成 概 要 

２．予 算 規 模 

３． 補 正 事 項 
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１．歳入歳出予算総括表

( 歳   入 ) 〔単位：千円〕

補正前の額 補  正  額 計

15 国 庫 支 出 金 6,068,952 331,248 6,400,200
327,457

3,791

19 繰 入 金 3,180,842 279,695 3,460,537

△1,115
226,000
54,810

38,910,000 610,943 39,520,943

( 歳   出 ) 〔単位：千円〕

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

2 総 務 費 5,536,427 260,319 5,796,746 35,434 226,000

4 衛 生 費 2,989,885 2,464 2,992,349 2,464

7 商 工 費 758,302 176,480 934,782 176,480

10 教 育 費 2,893,047 171,680 3,064,727 116,870 54,810

38,910,000 610,943 39,520,943 331,248 280,810歳出合計 △ 1,115

款 特   定   財   源補正前の額 補　正　額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

一般財源

款

歳入合計

説                   明

財政調整基金繰入金
公共施設長寿命化等推進基金繰入金
ふるさと応援基金繰入金

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
マイナポイント事業費

△ 1,115

４．一般会計補正予算（第１号）

2



２．事業別の補正事項

1 新規 公共施設長寿命化等推進事業 226,000 0 0 226,000 0

【事業費】
補正前 補正額 補正後

0 226,000 226,000
2 新型コロナウイルス感染症対策地域公共交通事業者支援事業 4,050 4,050 0 0 0

1

新規
1
1
1
1
1

【事業費】
補正前 補正額 補正後

0 4,050 4,050
3 新規 マイナポイント取得支援事業 3,791 3,791 0 0 0

【事業費】
補正前 補正額 補正後

0 3,791 3,791
4 新規 交通系ＩＣカード導入支援事業 23,288 23,288 0 0 0

【事業費】
補正前 補正額 補正後

0 23,288 23,288
5 防災事務費 △ 99 0 0 0 △ 99

【事業費】
補正前 補正額 補正後

3,049 △ 99 2,950

6 防災無線等施設維持管理費 △ 1,016 0 0 0 △ 1,016

【事業費】
補正前 補正額 補正後

20,730 △ 1,016 19,714

7 新規 防災情報等配信システム導入事業 4,305 4,305 0 0 0

【事業費】
補正前 補正額 補正後

0 4,305 4,305

260,319 35,434 0 226,000 △ 1,115

※当初（122）20,730千円

総務費 合計

【支援策第１１弾】
市民に対する防災情報や学校から保護者への休校情報な
どについて、迅速かつスムーズに発信するための一斉配
信システムを導入する
○防災情報等配信システム導入委託料　　　2,750千円
○使用料　　　　　　　　　　　　　　　　1,555千円
（詳細はＰ8の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

地方債 その他

事業間調整（№7との予算組み替え）

事業間調整（№7との予算組み替え）

※当初（121）3,049千円

一般財源

令和３年度に普通交付税の追加交付分を原資として公共
施設長寿命化等推進基金に積み立てた240,000千円を活用
し、インフラ施設や住民生活に密接した施設の修繕・改
修等を行う
（詳細はＰ6の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

【支援策第１１弾】
新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、交通系ＩＣ
カードを導入するバス事業者に対し設備導入等に要する
経費を補助する
（詳細はＰ7の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

国がマイナンバーカードを活用したポイント制度（マイ
ナポイント事業）の第２弾を実施するにあたり、市民が
制度を利用するための初期設定の支援等に要する経費
（国１０／１０補助）
○会計年度任用職員報酬等　　　2,809千円
○借上料等　　　　　　　　　　　982千円

【支援策第１１弾】
地域公共交通維持のため、新型コロナウイルス感染症拡
大の影響により大きな影響を受けている市内のタクシー
事業者に対し、給付金を支給する
○支給額：タクシー１台あたり30千円

2 （総   務   費） 260,319

番号
新規
区分 事業名及び事業概要 事業費 国県支出金
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8 新型コロナウイルス感染症対策事業（保健衛生総務費） 720 720 0 0 0

【事業費】
補正前 補正額 補正後

0 720 720
9 新型コロナウイルス感染症対策事業（感染症予防費） 1,744 1,744 0 0 0

【事業費】
補正前 補正額 補正後

0 1,744 1,744

2,464 2,464 0 0 0

10 浜田港国際コンテナ航路利用事業者支援事業 6,480 6,480 0 0 0

拡充

 

【事業費】
補正前 補正額 補正後

0 6,480 6,480
11 拡充 浜田港振興会負担金 20,000 20,000 0 0 0

【事業費】
補正前 補正額 補正後

35,701 20,000 55,701
※当初（456）35,701千円

【支援策第１１弾】
浜田港振興会が実施する「新型コロナ緊急支援対策」に
対する負担金（支援策第９弾の継続支援）
○事業内容
　海上運賃上昇対策として、浜田港利用事業者が行う輸
　出入に対して定額を助成
　　１ＴＥＵあたり助成額：

　

　　１事業者あたり上限額：5,000千円
○対象期間
　令和４年４月１日～令和５年３月３１日

地方債 その他 一般財源

【支援策第１１弾】
新型コロナウイルス感染症の影響による海上運賃の上昇
により、経済的負担が増大している市内事業者に対し、
上昇した海上運賃の一部を助成する（支援策第７弾及び
第９弾の継続支援）
○助成内容
　１ＴＥＵあたり上限額：

　１事業者あたり上限額：3,000千円
○対象期間
　令和４年４月１日～令和５年３月３１日

7 （商　工　費） 176,480

番号
新規
区分 事業名及び事業概要 事業費 国県支出金

衛生費 合計

地方債 その他 一般財源

【支援策第１１弾】
新型コロナウイルス感染者等が自宅待機時に買い物代行
を利用した費用に対し助成を行う（支援策第６弾の継続
支援）
○買い物代行助成金　　　　　　　　　　720千円
・助成額：買い物代行利用費用の１０／１０
　　　　（１世帯あたり上限3,000円／回（２回まで））

【支援策第１１弾】
市内の高齢者福祉施設等が職員に対して実施する新型コ
ロナウイルス抗原検査に係る費用を助成する（支援策第
１０弾の継続支援）
（詳細はＰ9の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

4 （衛　生　費） 2,464

番号
新規
区分 事業名及び事業概要 事業費 国県支出金

（単位：千円）

韓国 中国 その他
ドライ 5 25 30

リーファ― 10 50 60

コンテナ
輸出入国先

（単位：千円）

韓国 中国 東南アジア・ロシア その他
ドライ 5 10 15 25

リーファ― 10 20 30 50

コンテナ
輸出入国先
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12 新規 プレミアム付「はまだ応援チケット」発行事業 150,000 150,000 0 0 0

【事業費】
補正前 補正額 補正後

0 150,000 150,000

176,480 176,480 0 0 0

13 新規 小中学校校舎トイレ洋式化事業 164,430 109,620 0 54,810 0

【事業費】
補正前 補正額 補正後

0 164,430 164,430
14 拡充 二十歳の集い開催事業 7,250 7,250 0 0 0

【事業費】
補正前 補正額 補正後

2,143 7,250 9,393

171,680 116,870 0 54,810 0

その他 一般財源

※当初（676）2,143千円

地方債 その他 一般財源

番号
新規
区分 事業名及び事業概要

教育費 合計

【支援策第１１弾】
新型コロナウイルス感染症対策として、小中学校校舎ト
イレの洋式化を行う
（詳細はＰ11の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

【支援策第１１弾】
令和４年浜田市成人式の開催延期に伴い、対象となる新
成人に対し貸衣装等のキャンセル料及び延期日（令和４
年１０月９日）の帰省に係る交通費について補助を行う
○キャンセル料補助　　　　　　　　　　　3,500千円
　補助率１０／１０（上限100千円）
○交通費補助　　　　　　　　　　　　　　3,750千円
　補助率１０／１０（上限40千円）
　　※片道の場合は上限20千円

10 （教   育   費） 171,680

番号
新規
区分 事業名及び事業概要 事業費 国県支出金

商工費 合計

【支援策第１１弾】
新型コロナウイルス感染症の影響により疲弊した地域経
済を回復させるため、プレミアム付「はまだ応援チケッ
ト」を発行する
（詳細はＰ10の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

事業費 国県支出金 地方債

5



新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

#N/A 全体計画 4年度 5年度 6年度以降

240,000 226,000 14,000 0

0 0 0 0

0 0 0 0

240,000 226,000 14,000 0

0 0 0 0

財
源
内
訳

国県支出金

地方債（　　　 　　　　）

まち・ひと・
しごと創生総合

戦略の該当

その他（公共施設長寿命化等推進基金）

一般財源

　

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱 事業費

施策大綱

　市民参加の実施　（有　・　無）　

（1）事業の概要・全体計画等

　令和3年度一般会計補正予算（第13号）において普通交付税の追加交付分を原資として公共施設長寿命化等推進
基金に積み立てた240,000千円について、道路（農道、林道を含む）をはじめとしたインフラ施設やまちづくりセンターな
ど住民生活に密接した施設の修繕・改修等の財源として活用し、生活環境整備の推進を図る。

　国の令和3年度補正予算（第1号）において、令和3年度の普通交付税が追加交付された。
　この追加交付は、令和3年度に限り、普通交付税の算定費目に「臨時経済対策費」を創設することにより対応されたも
のであり、その趣旨に基づき、臨時経済対策として公共施設の長寿命化等に寄与する事業を実施する。

　地域経済対策に繋がるとともに、公共施設の長寿命化及び生活環境の向上に寄与する。

事務事業名 公共施設長寿命化等推進事業
1

総務部　財政課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

令和 4 年度 ～ 令和 5 年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・明るい未来・中山間地対策

R4 R5

1 市役所庁舎 行財政改革推進課 20,000 0 西分庁舎渡り廊下改修、本庁舎屋上防水

2 みどりかいかん 金城防災自治課 2,500 0 照明灯LED化（大集会室）

3 生活改善センター 旭防災自治課 661 0 敷地内側溝修繕（坂本）、照明灯LED化（都川）

4 弥栄会館 弥栄防災自治課 1,850 0 老朽化したスロープの再整備等

5 まちづくりセンター まちづくり社会教育課 20,000 0 空調改修、防火カーテン取替等

6 総合福祉センター 地域福祉課 15,000 0 駐輪場屋根撤去、老朽化したスロープの再整備等

7 不燃ごみ処理場 環境課 15,000 0 照明灯LED化、管理棟外壁塗装、門扉取替、施設内誘導表示修繕

8 地域交流プラザ（まんてん） 旭産業建設課 354 0 トイレ改修

9 農林業施設 農林振興課 33,700 0 農林道の区画線・ガードレール・舗装

10 美又温泉国民保養センター 金城産業建設課 3,800 0 ボイラー煙突の更新

11 旭温泉あさひ荘 旭産業建設課 3,985 0 木質チップボイラ熱交換器等の取替、空調改修

12 その他観光関連施設 三隅産業建設課 2,500 0 橋（井川一本桜周辺）の高欄（転落防止柵）撤去・設置

13 公共土木施設 維持管理課・建設整備課 33,500 14,000 道路（区画線・ガードレール等）、公園（ベンチ更新・高木メンテナンス）

14 黒川改良住宅 建築住宅課 22,500 0 手摺等改修

15 浜田消防署桜ヶ丘出張所 消防総務課 10,000 0 屋上防水、外壁塗装、乾燥塔塗装

16 教育施設 教育総務課・文化スポーツ課 40,000 0 共同調理場調理機器更新、石央文化ホール設備更新　外

17 その他 － 650 0 突発修繕等

合計 226,000 14,000

施設名 主な内容担当課
事業費（千円）

No
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新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

基盤 全体計画 4年度 5年度 6年度以降

23,288 23,288 0 0

23,288 23,288 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

事務事業名 交通系ＩＣカード導入支援事業
4

地域政策部　地域活動支援課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

令和 4 年度 ～ 令和 4 年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・明るい未来・中山間地対策

（1）事業の概要・全体計画等

　新型コロナウイルス感染症拡大防止対策として、キャッシュレス化による接触機会低減のため、交通系ＩＣカード「イコ
カ」を導入するバス事業者に対し、設備導入等に要する経費を補助する。併せて、市民や旅行者の利便性の向上を図
る。(島根県、県西部市町等との協調事業)

・交通系ＩＣカードは、県西部では鉄道を含め未導入である。
・県内共通バスカードは将来的に廃止の予定であり、交通系ＩＣカードがその代替となる。
・島根県立大学の学生への簡易アンケートでは、約8割が交通系ＩＣカード導入を希望している。

・キャッシュレス化での接触機会低減による新型コロナウイルス感染症拡大防止
・利用者利便性の向上
・乗降利用状況データの活用

(1) 補助対象者
　　石見交通株式会社

(2) 補助率
　　・県及び県西部の他市町等との協調補助（県1/3、各市町1/3）
　　・訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業費補助(国1/3)

(3) 導入費用(総額)
　　309,300千円
　　（負担内訳　国103,100千円、県103,100千円、市町103,100千円）

(4) 県・市町の補助額
　　導入費用を、保有する路線バスと高速バスの車両数比で按分した上で、以下のとおり算定
　　・路線バス：系統ごとに各県又は各市町間の計画年間実車走行キロ比で算定
　　・高速バス：系統ごとに各県又は各市町間に存する高速線停留所の計画年間停車便数比で算定

 
　

④内容

　

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱 事業費

施策大綱

Ⅴ．生活基盤が整った快適に暮らせるまち

　市民参加の実施　（有　・　無）　

Ⅴ-2．公共交通の充実 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（　　　 　　　　）

まち・ひと・
しごと創生総合

戦略の該当

その他（　　　 　　　　）

一般財源
4．地域の特性を活かした安心して暮らせるはまだづくり

（単位：千円）

補助額 補助額

島根県 96,313 益田市 30,717

山口県・広島県 6,787 浜田市 23,288

合計 103,100 大田市 19,948

江津市 10,587

津和野町 5,130

吉賀町 2,259

美郷町 2,149

川本町 1,650

邑南町 585

県外市町 6,787

合計 103,100

市
町
補
助

自治体名

県
補
助

自治体名

7



新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

消防 全体計画 4年度 5年度 6年度以降

4,305 4,305 0 0

4,305 4,305 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

事務事業名 防災情報等配信システム導入事業
7

総務部　防災安全課・教育部　学校教育課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

令和 4 年度 ～ 令和 4 年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・明るい未来・中山間地対策

（1）事業の概要・全体計画等

　新型コロナウイルス感染症の収束の兆しが見えない中、市民に対する防災情報や学校から保護者への休校情報など
について、迅速かつスムーズに発信するためのシステムを導入する。

○令和4年2月現在、防災防犯メールの登録者数は約10,500人であり、近年、新規登録者の伸びが鈍化した状況と
なっている。
○情報発信は無線、メール、SNSなど防災担当者が手動で作業する必要があり、情報伝達に時間がかかる要因となっ
ている。
○小中学校はそれぞれ無償のメールサービスを利用して情報配信を行っているが、各学校単位で情報発信をすること
で、保護者への伝達に時間差が発生している。加えて、学校ごとに利用するメールサービスが違うため教職員の異動
時の負担となっている。

○複数のメディア媒体（メール、SNS、HPなど）に一斉配信することで情報の受け手がどの媒体で受けるかを選択するこ
とが可能となり、メールを活用していない世代など、より多くの市民が防災情報を受け取ることができる。
○教育委員会・学校・保護者等をつなぐ連絡システムを導入することで、教育委員会・学校・保護者等が同じ情報を共
有することができる。また、子育て世代が防災情報や学校の休校情報等を迅速に受け取ることができる。
○一括してシステムを導入することで、情報伝達手段の強化とコストの削減の効果が見込まれる。

以下、①～③を一括で導入する。
①住民向け一斉情報配信システム
②教育委員会・学校・保護者等をつなぐシステム
③職員向け情報配信システム

　

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱 事業費

施策大綱

Ⅵ．安全で安心して暮らせるまち

県内実績なし
中国5県内は、広島県三原市にて同じ事業実績あり

　市民参加の実施　（有　・　無）　

Ⅵ-1．災害に強いまちづくりの推進 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（　　　 　　　　）

まち・ひと・
しごと創生総合

戦略の該当

その他（　　　 　　　　）

一般財源

8



新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

福祉 全体計画 4年度 5年度 6年度以降

1,744 1,744 0 0

1,744 1,744 0 0

0 0 0 0

あり 0 0 0 0

なし 0 0 0 0

Ⅱ-3．子どもを安心して産み育てる環境づくり
Ⅱ-4．高齢者福祉の充実
Ⅱ-5．障がい者福祉の充実

財
源
内
訳

国県支出金

地方債（　　　 　　　　）

まち・ひと・
しごと創生総合

戦略の該当

その他（　　　 　　　　）

一般財源

　

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱 事業費

施策大綱

Ⅱ．健康でいきいきと暮らせるまち

　市民参加の実施　（有　・　無）　

（1）事業の概要・全体計画等

　市内の高齢者福祉施設等における職員用の新型コロナウイルス抗原定性簡易キット（以下：検査キット）
の購入に係る費用を助成することにより、新型コロナウイルス感染症の早期発見及び感染拡大防止を図る。

　令和4年1月に市内の高齢者福祉施設において新型コロナウイルス感染症患者のクラスターが発生してお
り、高齢者や基礎疾患を持つ障がい者は重症化リスクが高いとされていることから、感染防止対策が重要と
なっている。
　また、市内の保育所等については、令和4年1月22日から令和4年2月20日までの間について市から登園自粛
要請をするなど利用が制限されており、子育て世帯の負担が増加している。

　施設等の職員が咳や鼻水等の症状が軽症で医療機関の受診をためらう場合にも、検査キットの使用により
陽性者を早期発見する可能性が高まり、感染拡大を防止することができる。
　また、感染拡大を防止することで保育所等の機能を回復し、子育て世帯の負担を軽減することができる。

④内容

1　補助対象
　（1）高齢者福祉施設等：83施設、71事業所
　　　　入所系施設：40施設
　　　　(特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、介護医療院、グループホーム等)
　　　　通所系施設：43施設
　　　 （通所介護、通所リハビリテーション等)
　　　　訪問系事業所：71事業所
       （居宅介護支援事業所、訪問介護、訪問看護等）【拡充】
　（2）障がい者支援施設等：3施設、50事業所
　　　　障がい者支援施設：2施設、障がい児入所施設：1施設、共同生活援助事業所：5事業所
　　　　障がい者通所系事業所：27事業所、障がい児通所系事業所：18事業所
　（3）保育所等：29園、7学級、1施設
　　　　保育所：23園、認定こども園：5園、私立幼稚園：1園、
      　放課後児童クラブ：7学級（※直営分を除く）、児童養護施設：1施設

2　補助対象経費　各施設等が実施する、職員用の検査キット購入費用

3　補助額　　　　補助対象経費の全額（※ただし1施設あたりの上限額は、職員数×1,000円とし、補助対象
　　　　　　　　 期間内に上限額の範囲内で何度でも交付申請が可能）

4　積算根拠　　  高齢者施設等　　　　　　職員数2,335人×1,000円×50％＝1,167,500円
　　　　　　　　 障がい者支援施設等　    職員数　482人×1,000円×50％＝  241,000円
　　　　　　　　 保育所等　　　　　　　　職員数  670人×1,000円×50％＝  335,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 合計　1,743,500円
　　　　　　　　 ※検査キットの使用率を50％と見込む

5　補助の流れ
　（1）施設は厚生労働省で承認された検査キットを取扱業者から購入
　（2）施設は購入を証明する領収証を添付し申請兼請求書を市役所窓口又は郵送により提出
　　　 市から施設指定の口座に助成金を振込む

6　補助対象期間　令和4年4月1日～令和4年9月30日

事務事業名
新型コロナウイルス感染症対策事業

（感染症予防費）
9

健康福祉部　健康医療対策課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

令和 4 年度 ～ 令和 4 年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・明るい未来・中山間地対策

9



新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

経済 全体計画 4年度 5年度 6年度以降

150,000 150,000 0 0

150,000 150,000 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

事務事業名 プレミアム付「はまだ応援チケット」発行事業
12

産業経済部　商工労働課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

令和 4 年度 ～ 令和 4 年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・明るい未来・中山間地対策

（1）事業の概要・全体計画等

　新型コロナウイルス感染症の影響により、疲弊した地域経済を回復させるため、プレミアム付「はまだ応援チケット」を
発行することにより、市民等の購買行動を促し地域経済の循環に繋げる。

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、まん延防止等重点措置が適用されたことにより、消費者の消費行動が
制限され、市内飲食店をはじめとするあらゆる業種・業態に大きな影響が出ている。

　ウィズコロナ・アフターコロナを見据えて、市民等の購買行動を促すことで、域内循環による経済回復に繋げる。

①内　　　容　・1冊7,000円（500円×14枚綴り）の応援チケットを5,000円で販売（プレミアム率40％）する
　　　　　　　　 ・7,000円のうち3,000円分を「共通券」、4,000円分を「地域券」として販売
　　　　　　　　　※共通券、地域券ともに、登録店で使用可能
　　　　　　　　 ・50,000セットを販売予定
②実施主体　浜田応援チケット実行委員会（浜田商工会議所、石央商工会、（一社）浜田市観光協会、浜田市）
③販売開始　令和4年5月下旬予定 （チケットが売り切れるまで)
④利用期間　令和4年5月下旬予定 （最大6か月）
⑤利用対象　誰でも購入・利用が可能
⑥登録店  　 共通券・・・市内に存するすべての事業所等
　　　　　　　　 地域券・・・市内に主たる事務所・事業所を有する中小事業者等（個人事業主を含む）
　　　　　　　　 ※いずれも4月以降に公募を開始し、事前に登録した事業所で使用できる
⑦販売窓口　感染防止策を講じた販売方法を検討中

＜事業イメージ＞
　第4弾まで実施した「はまだ飲食・宿泊応援チケット」と同様のスキーム

　市民参加の実施　（有　・　無）　
　

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱

Ⅰ．活力ある産業を育て雇用をつくるまち
事業費

施策大綱 Ⅰ-3．商工業の振興 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（　　　 　　　　）

まち・ひと・
しごと創生総合

戦略の該当
1．産業振興と企業立地による雇用の創出

その他（　　　 　　　　）

一般財源

実行委員会

利用店等 利用者

購入

換金
応援チケット

応援チケット

浜田市補助金

応援チケット

販売

金融機関 応援チケット
請求

取扱手数料
応援チケット代
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新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

文化 全体計画 4年度 5年度 6年度以降

338,270 164,430 173,840 0

167,567 109,620 57,947 0

0 0 0 0

170,703 54,810 115,893

0 0 0 0

事務事業名 小中学校校舎トイレ洋式化事業
13

教育部　教育総務課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

令和 4 年度 ～ 令和 5 年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・明るい未来・中山間地対策

（1）事業の概要・全体計画等

　小中学校校舎トイレの洋式化により、学校施設のトイレ環境整備の推進と新型コロナウイルス感染症の感染防止を図
る。

　学校施設のトイレは、施設の老朽化に伴い劣化が著しく児童生徒が排便を我慢する等社会問題化している。また、多
くの家庭、公共施設及び店舗等において洋式トイレが設置してある状況であり、学校施設のトイレ洋式化が求められて
いる。さらに、新型コロナウイルス感染症の感染防止の観点から、排せつ物からのウイルス飛散が少ない洋式化トイレが
推奨されている。
　なお、学校の洋式トイレ（職員用トイレ・体育館を含む）の設置率は75％を目標としている。

　トイレの洋式化により、教育環境の向上に寄与するとともに、新型コロナウイルス感染症の感染リスクの逓減を図ること
ができる。

　小中学校校舎部分のトイレについて、2か年計画で集中的にトイレ洋式化を実施する。

〇令和4年度実施校（12校）
　　松原小学校、周布小学校、国府小学校、雲城小学校、今福小学校、波佐小学校、弥栄小学校、岡見小学校
　　浜田東中学校、金城中学校、旭中学校、弥栄中学校

〇令和5年度実施校（8校）
　　原井小学校、長浜小学校、三階小学校、三隅小学校
　　第一中学校、第二中学校、第三中学校、三隅中学校

※体育館のトイレ洋式化はR4～7に実施予定

　

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱 事業費

施策大綱

Ⅲ．夢を持ち郷土を愛する人を育むまち

　市民参加の実施　（有　・　無）　

Ⅲ-1．学校教育の充実 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（　　　 　　　　）

まち・ひと・
しごと創生総合

戦略の該当

その他（ふるさと応援基金）

一般財源
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【参考】新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金に係る予算措置の状況

単位：千円

番号 事業名 事業費 交付金

2 新型コロナウイルス感染症対策地域公共交通事業者支援事業 4,050 4,050

4 交通系ＩＣカード導入支援事業 23,288 23,288

7 防災情報等配信システム導入事業 4,305 4,305

8 新型コロナウイルス感染症対策事業（保健衛生総務費） 720 720

9 新型コロナウイルス感染症対策事業（感染症予防費） 1,744 1,744

10 浜田港国際コンテナ航路利用事業者支援事業 6,480 6,480

11 浜田港振興会負担金 20,000 20,000

12 プレミアム付「はまだ応援チケット」発行事業 150,000 150,000

13 小中学校校舎トイレ洋式化事業 164,430 109,620

14 二十歳の集い開催事業 7,250 7,250

合　計 382,267 327,457
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